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今週のことば

カ ス ハ ラ 防 止 条 例

顧客からの理不尽な要求や悪質なクレー

ムなどの迷惑行為による「カスタマーハラ

スメント（いわゆるカスハラ）」の防止を

目的とした全国初の条例が東京都で成立｡

 ◆ 今週のこよみ ◆　ご自分の予定を確認して下さい

 10／　７(月) 先勝　ノーベル生理学・医学賞発表 　　　　　　　　

 　　　８(火) 友引　寒露、ノーベル物理学賞発表

 　　　９(水) 先負　衆院解散、衆院選は１５日公示・２７日投開票

 　　１０(木) 仏滅　目の愛護デー、源泉所得税の納付

 　　１１(金) 大安　ノーベル平和賞発表

 　　１２(土) 赤口　プロ野球ＣＳ開幕

 　　１３(日) 先勝

 先週の株と為替

　　　　日経平均株価　  円(対米ﾄﾞﾙ)

 9/30(月) 37,920 ▼1910  142.37 △0.81

10/ 1(火) 38,652  △732  144.16 ▼1.79

    2(水) 37,809  ▼843  144.05 △0.11

    3(木) 38,552  △743  146.45 ▼2.40

    4(金) 38,636  △ 84  146.30 △0.15

中小向け賃上げ促進税制の繰越控除措置

　本年４月以降に開始する事業年度から適用される

中小企業向け「賃上げ促進税制」は、国内雇用者に

対する給与等支給額を前年度比１.５％以上増加させ

た場合に増加額の１５％、前年度比２.５％以上の場合

は３０％を法人税（個人事業主は所得税）から税額控

除でき、教育訓練費やくるみん認定・えるぼし認定

に係る上乗せ措置により、控除率は最大で４５％にな

ります（法人税額又は所得税額の２０％が控除上限）。

　また、控除しきれない額がある場合は５年間繰り

越すことができる繰越控除措置が設けられました。

◆繰越控除措置に関するＱ＆Ａ

Ｑ．どのような場合に繰越控除を適用できる？

Ａ．本税制の要件を満たす賃上げを実施した年度に

おいて、赤字などにより法人税が課税されず控除す

る税額がない場合や、税額控除額が控除上限（法人

税額等の２０％）を超過する場合に、控除しきれなか

った額を翌年度以降５年間繰り越すことができます。

Ｑ．繰り越した額を税額控除する場合は？

Ａ．法人税額が生じた事業年度に繰り越した額を税

額控除する場合、その事業年度において雇用者給与

等支給額が前年度より増加していることが必要です。

Ｑ．繰越控除を適用する場合の手続きは？

Ａ．繰越控除措置を適用する場合は、①未控除額が

発生した事業年度以後の各事業年度の確定申告書に

繰越税額控除限度超過額の明細書、及び②繰越税額

控除措置の適用を受ける事業年度の確定申告書等に

繰越控除を受ける金額を記載し、その金額の計算に

関する明細書を添付して提出する必要があります。

なお、①の明細書が提出されていない場合、未控除

額は繰り越されず、繰越税額控除を適用できません。

■この記事の詳細は､情報ＢＯＸ２０１５３８

１１月から６０日超の手形等は指導の対象に

　公取委及び中企庁は、本年１１月以降に親事業者

が下請代金の支払手段としてサイト（手形期間又

は決済期間）が６０日を超える長期の手形等を交付

した場合は、下請法の「割引困難な手形」等に該

当するおそれがあるとして指導の対象とする運用

を開始することから、サイトを６０日以内にするこ

とを求める注意喚起を行っています。

　なお、手形等のサイトを短縮する際に下請代金

を従来の金額から一方的に引下げたり、発注後に

減額するなどの行為や、支払方法を手形等から現

金払いへ変更する際に支払期日を物品等の受領日

から６０日を超えて定める行為は、下請法違反とな

るおそれがあります。

児童手当の拡充で扶養控除が見直される？

　今月から児童手当は所得制限の撤廃や支給期間

を高校生年代まで延長するなど拡充されました。

　これに伴い、１６歳から１８歳までの扶養控除（所

得税３８万円、住民税３３万円）について見直しを

行う方針であり、１５歳以下の取扱い（扶養控除な

し）とのバランスを踏まえて、控除額を所得税２５

万円、住民税１２万円に縮小することが検討されて

います。 

　なお、扶養控除の見直しは令和７年度税制改正

において結論を得るとしています。

　　　情報ＢＯＸ番号が付いている記事の詳細情報は下記

　　　 の手順で取り出すことができます。【無料】

　　　 ①03-3940-6000へＴＥＬ(プッシュ回線)。

　　　 ②記事下のＢＯＸ番号を入力し＃。

　　　 ③取り出し先のＦＡＸ番号を入力し＃。

　　　 ※アナウンスのガイドに添って入力して下さい。
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中小企業向け賃上げ促進税制における繰越控除措置 

◆概要 

 中小企業向け賃上げ促進税制は、青色申告書を提出している資本金１億円以下の中小企業者等が

国内雇用者に対する給与等の支給額を前年度より増加させた場合、その増加額の一定割合を法人税

（個人事業主は所得税）から税額控除できる制度です。 

◎適用要件と税額控除額 

 令和 6 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日までの間に開始する事業年度（個人事業主は令和 7

年から令和 9 年までの各年）における本制度は、雇用者給与等支給額を前年度と比べて 1.5％以上

増加させた場合に適用を受けることができ、税額控除額は次のようになります。 

 なお、税額控除額は法人税額又は所得税額の 20%が上限となります。 

賃上げ要件 税額控除額 

前年度比＋1.5％以上増加させた場合 控除対象雇用者給与等支給増加額の 15％ 

前年度比＋2.5％以上増加させた場合 控除対象雇用者給与等支給増加額の 30％ 

◎上乗せ措置 

 適用事業年度の教育訓練費の額が前年度と比べて５％以上増加しており、教育訓練費の額が適用

事業年度の雇用者給与等支給額の 0.05％以上である場合は、税額控除率を 10％上乗せします。 

 また、適用事業年度中にくるみん認定、くるみんプラス認定若しくはえるぼし認定（２段階目以

上）を取得した場合、又は適用事業年度終了時において、プラチナくるみん認定、プラチナくるみ

んプラス認定若しくはプラチナえるぼし認定を取得している場合は税額控除率を 5％上乗せします。 

◎繰越控除措置 

 要件を満たす賃上げを実施した年度において控除しきれなかった金額がある場合は、翌年度以降

に 5 年間繰り越すことができます。例えば、令和 6 年度に本制度を適用して控除しきれなかった

金額は、令和 11 年度まで繰り越すことが可能です。 

◆繰越控除措置に関するＱ＆Ａ 

Q.繰越控除措置はどのような場合に適用できる？ 

A.本税制の要件を満たす賃上げを実施した年度において、赤字であり法人税が課税されないことか

ら税額控除ができない場合や、税額控除額が控除上限（法人税額等の 20％）を超過する場合に、

控除しきれなかった額を翌年度以降に繰り越すことが可能となります。  

Q.控除しきれなかった額を翌年度以降に繰り越す場合、追加の要件などはある？ 

A.未控除額を翌年度以降に繰り越す際には、繰り越した額を実際に税額控除する事業年度において、

全雇用者の給与等支給額が前年度より増加していることが要件となります。 

 ただし、実際に税額控除する事業年度において、比較雇用者給与等支給額が零である場合は、適

用不可となります。  

Q.繰り越した額を実際に税額控除する事業年度において、中小企業者等又は青色申告書を提出する

常時使用する従業員数が 1,000 人以下の個人事業主に該当しない場合、繰越控除を受けることは

可能？ 

A.繰り越した額を実際に税額控除する事業年度においては、青色申告書を提出する必要があります

が、中小企業者等又は青色申告書を提出する常時使用する従業員数が 1,000 人以下の個人事業主

に該当しない場合でも適用可能です。  

Q.繰越控除措置を適用する場合、必要な手続きはある？ 

A.繰越控除措置を適用する場合は、①未控除額が発生した事業年度以後の各事業年度の確定申告書

に繰越税額控除限度超過額の明細書、及び②繰越税額控除措置の適用を受けようとする事業年度の

確定申告書等に繰越控除を受ける金額を記載するとともに、その金額の計算に関する明細書を添付

して提出する必要があります。 

 法人の場合、繰越税額控除限度超過額の明細書と繰越控除を受ける金額の計算に関する明細書の

書類が異なります。 

Q.繰越税額控除限度超過額の明細書を提出しなかった場合はどうなる？ 

A.未控除額が発生した事業年度以後の各事業年度において繰越税額控除限度超過額の明細書が提出

されていない場合、未控除額は繰り越されず、繰越税額控除を適用することはできませんので、ご

留意ください。 


